
会　計 当初予算額 前年度比増減
国民健康保険特別会計 66億9,000万円 △5.8%
土地取得特別会計 1億9,230万円 4.1%
農業集落排水事業特別会計 2億6,100万円 14.0%
育英奨学事業特別会計 800万円 △27.3%
介護保険
特別会計

（保険事業勘定） 52億6,100万円 2.0%
（サービス事業勘定） 2,840万円 △5.3%

後期高齢者医療事業
特別会計 8億2,100万円 2.4%

合　計 132億6,170万円 △1.9%

会　計
当初予算額 前年度比増減

収益的収支 資本的収支 収益的収支 資本的収支

水道事業会計
収入 15億8,200万円 1億7,987万円 △0.6% 36.3%

支出 15億8,200万円 5億7,889万円 △0.6% 14.3%

下水道事業会計
収入 22億1,952万円 9億1,395万円 △0.2% 12.9%

支出 22億1,091万円 17億1,071万円 0.5% 6.0%

病院事業会計
収入 5億3,170万円 1億6,746万円 4.2% △46.3%

支出 3億8,935万円 4億6,234万円 26.3% 1.3%

市
債・基
金
残
高
の
推
移（
全
会
計
）

　
平
成
31
年
度
末
の
市
債（
借
金
）残

高
見
込
み
は
、
全
会
計
で
平
成
30
年

度
末
見
込
み
か
ら
5
・
2
億
円
減
の

4
8
2
億
円
で
す
。
こ
れ
は
市
債
を

充
て
る
建
設
事
業
費
が
減
る
こ
と
な

ど
に
よ
り
、
借
り
る
額
が
返
済
す
る

額
を
下
回
る
た
め
で
す
。

　
基
金（
貯
金
）残
高
見
込
み
は
、
全

会
計
で
1
0
8
億
円
で
あ
り
、
今
後

も
適
切
な
運
用
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

特
別
会
計

　
特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
歳
入
を

特
定
の
歳
出
に
充
て
て
経
理
す
る
会

計
で
す
。

公
営
企
業
会
計

　
公
営
企
業
会
計
と
は
、
民
間
企
業

と
同
じ
考
え
方
に
基
づ
い
て
会
計
処

理
す
る
も
の
で
す
。
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将来を見据えた人づくりとまちづ くりの推進
平成31年度当初予算額 一般会計 270億6,000万円

（前年度比7％増）
特別会計　（６会計） 132億6,170万円

（前年度比1.9％減）
企業会計（３会計） 69億3,420万円

（前年度比3.9％増）

　
市
税
は
、
人
口
や
給
与
所
得
の
増
加
な
ど
で
個
人
市
民
税
が
伸
び
て
い
る
こ
と

や
、
家
屋
や
償
却
資
産
の
増
加
な
ど
で
固
定
資
産
税
が
伸
び
て
い
る
こ
と
な
ど
か

ら
、
前
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度
比
2
億
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、5
8
1
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円
増（
2
・
2
％
増
）の
1
2
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万
円
を
計
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し
ま
し
た
。

　
市
債
は
、
環
境
施
設
更
新
事
業
や
守
山
南
中
学
校
大
規
模
改
造
事
業
な
ど
に
よ

る
建
設
事
業
債
の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度
比
6
億
5
、4
1
0
万
円
増（
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・
4
％

増
）の
21
億
9
、8
0
0
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

目的別分類
どのような分野にどれだけ使う予定であるかを示
したもの。

◆ポイント
　民生費は、子どもの子育て支援にかかる経費や障害
者自立支援給付費などの増加により前年度比6.0％の
増額となっています。
　衛生費は、環境施設更新事業などの増加により前年
度比20.6％の増額となっています。
　教育費は、守山南中学校大規模改造事業費や市民体
育館の防水改修などの増加により前年度比19.1％の
増額となっています。

市税
129億3,508万円
（47.8％）

自
主
財
源

依
存
財
源

歳入
270.6億円

149億
6,236万円
（55.2％）

120億
9,764万円
（44.8％）

地方特例交付金
2億4,500万円（0.9％）

分担金および負担金
5億3,957万円（2.0％）

使用料および手数料
4億4,626万円（1.6％）財産収入、寄付金、繰越金

1億9,370万円（0.7％）
繰入金
4億6,634万円（1.7％）

諸収入
3億8,141万円（1.4％）

地方交付税
19億円
（7.0％）

国庫支出金
40億5,147万円
（15.0％）

県支出金
19億4,217万円
（7.2％）

市債
21億9,800万円
（8.1％）

地方譲与税、
県税交付金
17億6,100万円
（6.6％）

議会費
2億4,556万円

（0.9％）総務費
26億

7,587万円
（9.9％）

農水産業費
5億5,822万円
（2.1％）

土木費
21億9,244万円
（8.1％）

消防費
8億7,902万円
（3.2％）

教育費
33億2,897万円
（12.3％）

公債費
23億

5,513万円
（8.7％）

予備費
2,000万円
（0.1％）

衛生費
33億

7,004万円
（12.4％）

労働費
4,708万円（0.2％）

商工費
1億347万円
（0.4％）

民生費
112億8,420万円
（41.7％）

歳出（目的別）
270.6億円

人件費
46億2,683万円
（17.1％）

公債費
23億5,513万円
（8.7％）

扶助費
71億5,022万円
（26.4％）

物件費
45億4,069万円
（16.8％）

維持補修費
4,660万円
（0.2％）

補助費など
31億3,939万円
（11.6％）

繰出金
21億2,522万円
（7.8％）

そのほか
1億2,061万円（0.5％）

29億
5,531万円
（10.9％）

歳出（性質別）
270.6億円

141億
3,218万円
（52.2％）

99億
7,251万円
（36.9％）

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
ほ
か

性質別分類
どのような費用(コスト)として使う予定であるかを
示したもの。

◆ポイント
　人件費は、職員数の増加や退職者数の増加による退職手当の増
加、人事院勧告による各種手当の増加などにより前年度比1.3％の
増額となっています。
　扶助費は、新保育園開園に伴う子育て支援の経費や障害者自立支
援給付費の増加などにより、前年度比4.2％の増額となっています。
　投資的経費(普通建設事業費)は、環境施設整備事業、守山南中学
校大規模改造事業、新保育園などの設置事業、都市計画街路事業の
増加などにより、前年度比71.7％の増額となっています。

一
般
会
計
歳
出

一
般
会
計
歳
入

平成31年度
予算の概要

歳
出（
性
質
別
）の
用
語
解
説

義
務
的
経
費

　

�

そ
の
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
、

簡
単
に
削
減
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
経
費
。人
件
費
、扶
助
費
、

公
債
費
で
構
成
さ
れ
る

投
資
的
経
費（
普
通
建
設
事
業
費
）

　

�

そ
の
支
出
の
効
果
が
資
本
形
成

に
向
け
ら
れ
、
施
設
や
将
来
に

残
る
も
の
に
対
し
て
支
出
す
る

経
費
。
道
路
や
学
校
、
公
園
な

ど
の
整
備
に
か
か
る
費
用
な
ど

人
件
費

　

�

職
員
の
給
料
や
退
職
手
当
な
ど

に
か
か
る
費
用

扶
助
費

　

�

児
童
手
当
や
福
祉
医
療
助
成
な

ど
に
か
か
る
費
用

公
債
費

　

�

借
入
金
の
元
金
お
よ
び
利
子
の

支
払
い
の
た
め
の
費
用

物
件
費

　

�

臨
時
職
員
の
賃
金
、旅
費
、委
託

料
な
ど
の
消
費
的
な
経
費

維
持
補
修
費

　

�

施
設
の
補
修
な
ど
に
か
か
る
費
用

補
助
費
な
ど

　

�

補
助
金
や
負
担
金
、
税
金
の
還

付
な
ど
に
か
か
る
費
用

繰
出
金

　

�

一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
へ
支

出
す
る
費
用

　「環境施設更新事業の推進」を最重点施策とし、「安心な子育て環境・次世代育成の推進」
「高齢者・障害者などが安心して生活できる環境づくり」「活力ある持続可能なまちづくり」
「安全なまちづくり」の４つの重点施策のもと、施策が着実に展開できる編成にしました。

歳
入
の
用
語
解
説

自
主
財
源

　

�

市
が
自
主
的
に
お
金
を
得
て
、
独
自
に

使
途
を
決
め
ら
れ
る
お
金

依
存
財
源

　

�

国
や
県
な
ど
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
が

交
付
さ
れ
た
り
、
割
り
当
て
ら
れ
た
り

す
る
お
金

市
税

　

�

市
民
の
皆
さ
ま
や
市
内
に
事
業
所
を
持

つ
法
人
な
ど
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
税
金

繰
入
金

　

�

一
般
会
計
、
特
別
会
計
お
よ
び
基
金
の

間
で
、
相
互
に
資
金
運
用
を
す
る
お
金 

諸
収
入

　

�

延
滞
金
、
預
金
利
子
、
貸
付
金
元
利
収

入
、
雑
入
な
ど
の
お
金

地
方
譲
与
税
・
県
税
交
付
金

　

�

国
税
お
よ
び
県
税
の一部
を
使
途
を
決
め

ず
に
地
方
公
共
団
体
に
配
分
さ
れ
る
お
金

地
方
交
付
税

　

�

国
税
の
一
部
を
使
途
を
決
め
ず
に
地
方

公
共
団
体
に
配
分
さ
れ
る
お
金

国
庫
支
出
金

　

�

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
や
負
担
金

な
ど

県
支
出
金

　
�

県
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
や
負
担
金

な
ど

市
債

　

�

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
を
行
う
際
に
、

国
や
銀
行
な
ど
か
ら
借
り
る
お
金
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